
砥部町特別支援連携協議会設置要綱 

平成１９年４月１日  

教育委員会告示第１２号  

（目的）  

第１条 町立保育所、幼稚園、認定こども園、小学校及び中学校（以下「学校等」という。）

における学習障害（ＬＤ）、注意欠陥／多動性障害（ＡＤＨＤ）、高機能自閉症等の障害

のある児童生徒のニーズに応じた教育的支援（以下「特別支援教育」という。）を学校等

及び関係機関が連携して行うため、砥部町特別支援連携協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。  

（事業）  

第２条 協議会は前条の目的を達成するために、次の業務を行う。  

⑴ 特別支援教育推進のための支援体制整備及び方策の検討  

⑵ 学校等の特別支援教育推進状況及び結果の検討  

⑶ 特別支援教育コーディネーター等の資質及び能力の向上  

⑷ 医療的ケアの検討 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、特別支援教育の推進に関して必要な事項  

（組織）  

第３条 協議会の委員は、福祉及び医療関係者並びに学校関係者並びに関係行政機関に属

する者のうちから、教育委員会が委嘱する。  

（任期）  

第４条 委員の任期は、委嘱された日から当該年度の３月３１日までとする。ただし、委

員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２ 委員は、再任することができる。  

（委員長及び副委員長）  

第５条 協議会に委員長及び副委員長各１人を置く。  

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選による。  

３ 委員長は、協議会を代表し、会務を掌握する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  

（会議）  

第６条 協議会の会議は、委員長が招集する。  

２ 協議会は、委員長が議長を務める。  

３ 委員長が必要と認めるときは、協議会に委員以外のものを出席させることができる。  

（部会）  

第７条 協議会に、実務的な検討作業を行うために、部会を設置することができる。  

（事務局）  

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。  



（その他）  

第９条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、教育長が別に

定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この告示は、平成１９年４月１日から施行する。  

（招集の特例）  

２ この告示の施行の日以後最初に開かれる協議会は、第６条第１項の規定に関わらず、

教育委員会が招集する。  

附  則 (平成２０年１０月６日教育委員会告示第２２号)  

この告示は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年５月２８日教育委員会告示第１３号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（令和４年３月３日教育委員会告示第６号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

 


